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I．基本的事項 

．オランダ分権的統一国家 Decentralized Unitary State の概要 

1 国と地方の仕組み 

1848 年 王国憲法 改正 議会制度を伴う立憲君主制

入 憲法 第 章を地方団体 充 124 条 州 地方自治体

行政 執行権限 そ 運営機 委 国 法 を義務付

地方自治を保 い 規定 分権 統一国家を担保 い

法 基 1850 年 州法 1851 年 地方自治体法 制定 各行政 対

根拠法 整備 現在 地方自治制度 法的根拠 基 地方団体 2013

年時点 12 州 408 地方自治体 構成 い  

 

図表 I-1 オランダの州と地方自治体(2013 ) 

位 人 実数 

州 州都 人口 自治体数 

ニ ゲ (Groningen) ニ ゲ (Groningen) 581,705 23 

(Friesland) ワ (Leeuwarden) 646,862 27 

(Drenthe) (Assen) 489,918 12 

イ (Overijssel) ウ (Zwolle) 1,139,350 25 

(Flevoland) (Lelystad) 398,441 6 

(Gelderland) ネ (Arnhem) 2,015,791 56 

(Utrecht) (Utrecht) 1,245,294 26 

(Noord-Holland) (Haarlem) 2,724,300 53 

(Zuid-Holland) (Den Haag) 3,563,935 67 

(Zeeland) (Middelburg) 381,077 13 

(Noord-Brabant) 
('s-

Hertogenbosch) 
2,471,011 67 

(Limburg) (Maastricht) 1,121,891 33 

(Nederland)計 ― 16,779,575 408 

資料 統計局 

 

国の機構 

政府機構 憲法 42 条 国王 大臣 構成 大臣 政治的責任を う

い 内 大臣 政策担当国務大臣 形成 通常 院議員選挙 組 行

わ 組 国王 指 組 情報提供者(informateur) 基礎調査 行

わ 基 国王 任命 組 担当者(formateur) 組 を行う 組 担当者 政

党 あ 一般 次期首相 あ 大臣 国会議員 兼職 内

国会 信任を得 両院を解散 内 総辞職  

現在内 20 構成 11 省 設置 い う 地方制度を所管



2 

 

内務 王国政務省(Ministerie van Binnenlandse Zaken en Koninkrijksrelaties) あ 政府

諮問機 枢密院 会計検査院 全国 あ  

議会 院制 院 75 院 150 い 院 州議会議員 選挙

選出 院 18 歳 国民 直接選挙 選 法 全 国会 承認

必要 あ 政府 行政権を監督 政府 対 算査定権 説明要求権 大

臣 政策担当大臣へ 質疑権 調査権を持 い 院 権限 法案修正権

法案提出権 あ  

法 最高裁 所 所 高等裁 所 19 所 地方裁 所 61 所 域

裁 所 あ  

 

州の機構 

憲法 州及び地方自治体 対 類似 規定を置い 項 い 州

地方自治体 共通 い 憲法 125 条 州議会を設置 を義務付

を最高機 位置付 い 執行委員会 1 知 を置く 知

組織 州 運営機 法 129 条 議会 議員 直接選挙 選 任期

年 あ 131 条 知 国王 勅 任命 規定 い  

州議会 人口規模 合わ 定数 決定 2007 年時点 最 39 最

大 55 範囲 あ 議員 住民 直接選挙 選 職業 兼任 あ

国や州 地方自治体 役職や職員 兼任 禁 い 議会 州条例を制定

算を議決 政策 枠組 を決定 役割を担 い  

執行機 知 執行委員会 あ 知 国籍を持 当 州 居住者

任命 任期 年 あ 国 大臣や地方団体 役職 職員を兼

い 知 州議会 執行委員会 議長を兼 州議会 議席 い そ

発言 助言的 限 執行委員会 投票権を持 知 政策 実行 そ

調整を担う立場 あ 州 表 あ 加え 法 定 い 分 い

国 機 役割を果 求  

執行委員会 州議会 任命 ～ 委員 議長 あ 知 構成

委員 年 回 州議会 改選 選定 そ 州議員 任命

議員 辞任 い 執行委員会 州行政を指揮 監督 州議会 対

応 国 法 を執行 機 そ 役割を果 州議会 執行委員会を信任

い場合 委員を解職 知 委員 給 州を通 政府 支払 い  

 

地方自治体の機構 

地方自治体 憲法 地方議会 首長 参 会 2 構成  

                                                        
1 大使館 HP< http://japan-jp.nlembassy.org/ > 
2 大使館 HP< http://japan-jp.nlembassy.org/ > 
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地方議会 人口 応 最大 45 議員 構成 議員 直接選挙

選 地方自治体 場合一定 要件を満 外国人 参政権 認 い

議員 兼職 一般的 あ 国 大臣や地方団体 役職 職員を兼 い

議会 条例を定 算を議決 政策 枠組 を決定  

執行機 首長 参 会 成 立 首長 州知 地方議会 推薦を踏 え

勅 任命 首長 任期 年 大都 常勤 あ 人口 万人

複数 地方自治体 首長を兼 首長 地方議会や参 会 議長を務

議決 項を執行 を求 加え 警察や消防組織 長を兼

公共秩序 維持 担う 地方自治体 国 機 役割を担

う い 法 い限 州 執行委員会 決定 従う  

参 会 首長 助役 構成 助役 議員定数 20％を超え

い 地方自治体法 規定 い 助役 地方議会選挙 地方議会 任命

国 大臣や地方団体 役職 職員を兼 い 参 会 役割 自治体行政

指揮 監督 地方議会へ 対応 位機 議決 執行を担う あ  

 

2 政府間の権限配分 

憲法第 124 条 3 地方団体内部 項 地方団体 権限を委任 一方 法 基

く 項 内部規程 制定や執行を求 い 権限を地方

団体 委任 分権シ を 入 国 務 執行 担保 い

国 地方団体 対 監督権 付 防的監督 抑制的監督 あ

前者 州 対 国 地方自治体 対 州 前承認 いう形 実施

税や 算 政 項 主 対象 あ 前承認 得 い場合 地方団

体 国王 訴え 対 抑制的監督 法 や公共 利益

地方団体 決定 対 勅 無効 あ 場合 地方団体 再

度審議 義務付 い  

国 州 地方自治体 務 複 場合 役割分担 考え方 国

法 各分 資金調 責任を い そ 場合 業内容 水準 責

任を持  

州 役割 地方自治体 活動 調整 く 係部門 実施計画 業務 責任を

う 権限 行使 責任を持  

                                                        
3
 第 124 条 1．州及び基礎自治体 い そ 内部 項 規則 制定及び執行

権限 そ 運営機 委  

2．州及び基礎自治体 対 法 又 法 基 運営機 規則 制定及

び執行を要求  
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地方自治体 係部門 権限 行使 責任を う  

特定 政策分 国 州 地方自治体 役割分担を整理 う

表中権限 欄 あ 記 細を次 示  

  A 憲法や法 え い 絶対的 権限 

  B 国 州 発 法 や条例 え い 権限 

  C:そ 業機 有 共 権限 

 

一般行政 

 

 

警察 消防 法 

 

 

療 保健行政 

 

 

教育 

 

 

社会福祉 

 

 

業務内容 国 州 地方自治体 権限
一般行政 ○ ○ ○ A

業務内容 国 州 地方自治体 権限
警察 ○ ○ A

消防 ○ ○ A

災害救助等 ○ ○ C

司法 ○ A

業務内容 国 州 地方自治体 権限
病院、 ﾑ ○ ○ ○ 、
ｿ ﾙ ﾙｽ ○ ○ 、

業務内容 国 州 地方自治体 権限
建物、教職員 ○ A

就学前教育 ○ A

初等・中等教育 ○ A

職業・技術訓練 ○ A

高等教育 ○ 民間あり －
成人教育 ○ －

※大まかな政策枠組 国 管

業務内容 国 州 地方自治体 権限
幼稚園、保育園 ○ ○ 、
家族福祉 ｽ ○ 、
福祉施設 ○ A

社会保障 ○ ○ A
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住宅 都 計画 

 

 

環境 公衆衛生 

 

 

文 娯楽  

 

 

交通 輸送 

 

 

経済 サ  

 

出所 自治体国 協会 2005年 地方自治  

業務内容 国 州 地方自治体 権限
住宅 ○ A

市街地計画 ○
広域計画 ○

※大まかな政策枠組 国 管

業務内容 国 州 地方自治体 権限
水質浄化 ○ A

廃棄物収集 ○ ○ C

墓地管理 ○ A

屠殺場管理 ○ A

環境保護 ○ ○ ○ C

そ 他公衆衛生 ○ A

業務内容 国 州 地方自治体 権限
劇場、 ○ ○

博物館、美術館、図書館 ○ ○
公園、広場 ○
娯楽・ｽ ﾂ ○ ○

業務内容 国 州 地方自治体 権限
道路 ○ ○ ○ A

都市道路交通 ○
都市鉄道交通 ○

港湾 ○ A

空港 民間主導

業務内容 国 州 地方自治体 権限
電気 ○ A

水道 ○ A

ガス ○ A

地域暖 ○ A

農林漁業、狩猟 ○ ○ C

商業 ○ ○ ○ 、
観光 ○ ○ A
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3 政府間の 政関係 

12 州 408 地方自治体 構成 (2013 年現在) 治

安 防災 本土を 25 域 分割 治安 防災広域行政 域を採用 い  

州 び地方自治体 算総額 90％ 国 移転 源 依存 い 国

委任 広範 公的 業 支出を 主 国 交付金 一般交付金 特定交付

金 実施 い  

州 独自 徴 源 自動車税 サイ や州 異 限  

地方自治体税 9 割 を占 動産税 あ そ 樹木 採許可税

水 処理税 飼い犬税等 あ  
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